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１ 大学・短期大学・高等専門学校の基礎情報 

（１）大学・短期大学・高等専門学校の特色（概要） 

金沢工業大学（以下本学）は、昭和 40 年に我が国産業界の技術者養成に応えるべく、「人

間形成、技術革新、産学協同」を建学理念に掲げ、学生、教職員、理事が三位一体となっ

て科学技術の進展と社会要請に対応すべく、日本海沿岸地域の最初の工学系私立大学とし

て設立されました。以来、常に学生のための大学、社会に必要とされる大学を目指して努

力すると共に時代の要請に応え、現在 3学部 15 学科、大学院 2研究科 10専攻で構成され

ています。 

本学は、平成 7 年から「人間力教育」を教育改革の柱に位置付け、「行動する技術者」

の育成を目指した取組を実践しています。特に、平成 15 年度特色ある大学教育支援プログ

ラムで採択された工学設計教育は、「教員が教える教育」から「学生が自ら学ぶ教育」への

転換を図るため、授業や課外学習にグループ学習を取り入れ、学生同士や学生と教員のコ

ミュニケーションを活性化させ学生の興味・関心・意欲を深めること、さらに学生の自主

的・自発的な活動を支援する組織と環境の充実を図るものです。 

この工学設計教育では、学生に「能力の総合化」を図ることを体験させるために、1.オ

ープンエンディッド（解が多様）な問題に取り組む、2.個々の知識を集約して新たな価値

を創造する、3.新しい課題を探求し創造的に見出す、4.リーダシップを発揮する、ことを

求め、学生が自立し学習することを目的としています。 

今回申請する「学びを創造するインターネット町民塾」は、学生の課外における自主的・

自発的な学習を促す充実した学習環境の場として、本学と野々市町のこれまでの連携基盤

をベースに、ＩＴと“e-learning”を活用した新たな次世代地域学習コミュニティーを形

成しようとするものであり、地域住民とのコミュニケーションの活性化を図ることで、学

生の「知性、感性、徳性」を図り、一方で「地域の教育力向上」の一翼を目指すものです。 

 

（２）大学・短期大学・高等専門学校の規模（平成１６年５月１日現在） 

学科数欄（）内数は、平成１６年４月学部・学科改組を行いましたので、平成１５年度ま

での学科数を記載しています。 

（３）事業の実施期間中の組織改変等の予定  なし 

（４）経費措置の状況  なし 

学部等名、研究科等名 

または学科名 

学科（課程）数、 

専攻数 

収容定員数 在籍学生数 専任教員数 

工学部 

環境・建築学部 

情報フロンティア学部 

 

工学研究科 

心理科学研究科 

 

（合 計） 

６（１３） 

５（０） 

４（０） 

 

９ 

１ 

 

３３（１３） 

5,524

480

300

403

    6

6,713

5,969

538

344

439

   5

7,295

152

92

64

兼担 174

兼担  7

308

（様式１－１） 
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２ 取組について  

（１）取組の概要 

この取組は、金沢工業大学（以下本学という）が、本学所在地の自治体である野々市町

と協同して、平成 15 年 4 月に開設したインターネット上の生涯学習サイト「インターネッ

ト町民塾」（以下「町民塾」という）を基盤とし、本学が持つ知識資源、技能資源（教職員、

学生の知識資源、技能資源）を野々市町地域社会に提供することで、地域住民と共に新し

い形の生涯学習を創造するものです。これにより、地域の文化レベルを向上させ活性化さ

せると共に、本学の教職員、学生は、この活動を通じて野々市町地域社会の地域文化、地

域社会の特質やニーズを学び、本学の地域開発研究教育に活かします。このように本取組

は、本学教職員、学生、地域住民との間にインタラクティヴな「学びのコミュニティ」を

形成することで、地域全体の学習力、教育力の向上を目指すものです。 

 

（２）プログラムとの適合性 

①大学の教育理念、教育ニーズとの関連 

 本学の教育は、大学の教育理念である人間形成を主軸として行われています。具体的に

は知識ばかりでなく判断力、評価力、表現力、行動力、倫理性などで構成される「人間力」

を備え、学生自らの夢や目的の実現に向けた「自ら考え行動する技術者」を育成すること

であります。この実現には、正課、課外の場において、学生が自主的・主体的に学ぶ仕組

みを大学が構築すること

が重要であると考えてい

ます。同時にその更なる

充実を重要な課題として

認識しています。 

しかしながらこの自主

的・主体的に学ぶことが、

独善的、近視眼的、非現

実的なものに陥ってはな

りません。そこで、本学

が所在している野々市町

に、本学学生が多数居住

している点から、地域活

性化への取組が、学生の

自主的・主体的に学ぶ場

の構築につながると捉え

ました。地域活性化に取

り組むということは、地

域文化や地域社会から、

多様な価値観や利害が共

存する現実に対応することを学ぶことが出来ます。図１はその基本的な考えを示したもの

です。本学の持つ知識、技能資源を野々市町と連携して地域住民に提供することによって、

 

教職員のスキル、学生のスキル、
授業、課外活動におけるノウハウ、

教育システム、場所、教材等

リソース

地域全体の教育力向上

生涯学習の実践フィールド

地域における学習環境の構築
（インターネット町民塾）

本学のリソースを生涯学習のプログラムとして提供

学生、地域住民が参画する
学びのコミュニティを形成

価値観

地域の問題

金沢工業大学

課題探究能力を養う
学習環境を学生に提供

野々市町

充実した生涯学習
プログラムの提供

学習意欲

地域のニーズ

経験

金沢工業大学 野々市町

 

図１．本学の地域活性化における基本的概念図 

（様式２） 
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本学が実践する教育の場が学内から地域へと広がります。この拡張された教育の場は地域

住民の生涯学習の場であり、一方でこれは本学学生や教職員にとっても学習の場となりま

す。地域住民個々人がもつ価値観、経験、身近な問題、ニーズ、地域に対する問題意識等

は、学生の現実的「課題探求能力」を養うための重要な要素となり、学生の学習環境の充

実につながります。 

このように、本学の地域活性化における基本的な目的は、本学の知識、技能資源の提供

が、学生における学習環境の充実という形で、本学の教育に還元されることにあります。

また、地域住民に対しては、充実した生涯学習プログラムを提供することができ、これら

の一連のサイクルが地域の学習力・教育力の向上に繋がるものと考えています。 

②野々市町の教育ニーズとの関連 

一方、野々市町においては、「野々市町総合計画２１」の中で、「住民一人ひとりの力が

活かせるまちづくり体制の構築」という課題を挙げています。また、生涯学習の観点から

は、全国の町村における情報化が進んでいる町として第２位の実績を活かし、「だれもが，

学びたいことを学びたいときに学べる生涯学習の推進」を町の推進テーマとして掲げてい

ます。これらの課題、テーマに基づき、本学と野々市町がそれぞれの目的を達成する具体

的な取組として、インターネット上の学びの場「インターネット町民塾」を本学と野々市

町の共同事業として立ち上げました。 

③インターネット町民塾のこれまでの取組 

 「町民塾」は野々市町と本学が協同で運営するインターネット上の生涯学習サイトです。

現在の「町民塾」の特徴は、地域の方々が誰でも気軽に、講師、「まちの先生」としてまた

受講者として、生涯学習に参加することができ、「学ぶ喜び」「教える楽しさ」を実感でき

ることにあります。現在開講されている講座には、日頃の生活の中にある身近なテーマを

題材にしたものや、ビジネスに活用できる本格的なテーマを題材にしたものなど、地域住

民の持つノウハウを中心とした、さまざまなテーマが取り上げられ講座として開講されて

います。これらの教材の多くは、ＩＴボランティアと呼ばれるＩＴスキルを持った技能者

ボランティアが、講師と協同して制作したもので、平成 15 年４月の開設以降、現在 16 講

座開設されており、約 280 名の受講者が登録されています。また、講師とＩＴボランティ

アが協同で教材製作に携わることや受講者相互の活発な交流が行われるなど、地域全体に

新しい学びのコミュニティが多く成立してきています。 

④「町民塾」の新しい仕組みと「学びのコミュニティ」形成 

 野々市町という地域の教育力向上は、前述したように本学の学生、教職員にとって野々

市町そのものが魅力ある学習の場となることを意味します。その基本となる重要な要素は、

学生、教職員、地域住民がある主題を巡って直接フェイス・トゥ・フェイスで交流して相

互に学ぶスクーリングであります。スクーリングは講座や討論会、見学や調査などのフィ

ールド・ワークも含めた多様な形で行われます。教員は「まちの先生」として、スクーリ

ングを受講する学生や地域住民に対し、ディスカッションによる問題発見解決の場を提供

することによって、教職員、学生と地域住民によるインタラクティヴな「学びのコミュニ

ティ」を形成することができます。学生や地域住民が「まちの先生」としてスクーリング

を主宰する場合も同様な展開が行われます。教職員、学生、地域住民は、この互恵的学習

環境の中でそれぞれの多様な考えや要求、知己社会、地域文化を学び、それに対する自ら
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の考えを導出し、創造することが出来ます。 

このスクーリングの展開経過がデジタル・メディアによって記録・加工編集されて、デ

ジタル教材コンテンツとなります。この教材が集積され「町民塾」ウェブ・サイトにおい

て教職員、学生、地域住民に公開され、更に多数の人々に自学自習生涯学習の機会を提供

します。なお、スクーリングを収録した音声のみによる教材であれば、大学と野々市町が

共同で設置・運営するコミュニティＦＭ局である「えふえむ・エヌ・ワン」の放送を通じ

て、教材の提供が可能となります。この「町民塾」の教材で学んだ人々が更にその主題を

追求したい場合には、学習者のリクエストに応じ「後追い」スクーリングが開催されます。

このように、新しい「町民塾」では、スクーリングの開講とその教材コンテンツの配信を

繰り返すことで、学習内容の充実を図ることが出来る仕組みとなります。 

本学の教職員は野々市町地域に対して、これまでさまざまな講座、講習、講演、セミナ

ー、シンポジウム、調査、研究などの実施を個別に行ってきました。これらの諸活動を、

「町民塾」のシステムとして統合することで、教職員の個々の地域生涯教育活動が、統合

的・組織的な取組に転換されます。また、この仕組みは、教員の多様な専門領域に柔軟に

対応できるものであり、正課の各科目において、学生が自主的・主体的に学ぶ学習機会を

提供できるものでもあります。 

⑤知識、技能資源を教材コンテンツ化する仕組みとその教育効果 

 地域社会の知識、技能資源や、本学の知識、技能資源を、インターネット上で魅力ある

教材として提供するためには、高度なＩＴ、マルチメディア技術を活用した教材コンテン

ツ製作が重要となります。本学には「学生スタッフ」と呼ばれる学生が本学の運営の一端

を担う仕組みがあり、教員が授業の実施において学生に提供する教材コンテンツを製作す

る学生スタッフもいます。この学生スタッフは、コンテンツ制作における高い技術を有し

ており、教員との打合わせを重ねて教材の仕様を決定し、決められた納期の中で数多くの

魅力ある教材コンテンツの制作を行っています。この学生スタッフの活動は、授業の中で

身に付けたスキルを課外において活用し、自己の「能力の総合化」を図る仕組みとして学

生から高く評価を得ています。この学生スタッフが、「町民塾」における教材製作にＩＴボ

ランティアとして携わることによって、本学や野々市町の持つ知識、技能資源を魅力ある

教材コンテンツとしてスムーズに提供できる仕組みが構築されます。学生はＩＴボランテ

ィアとして講師と協同する経験や、ＩＴ技術講習会を実施してＩＴボランティアの養成を

行うなど、教材コンテンツ制作をめぐる地域住民とのコミュニケーションを通じて、大学

教育の中で得た知識や技能の自己点検、さらにはその応用を地域社会の場において実践す

ることができます。 

 また、平成 16 年度より、本学に新設された情報フロンティア学部のメディア情報学科で

は、最新の情報テクノロジーをベースに、芸術的感性とデザインセンスに優れた情報コン

テンツを表現・製作でき、Web サイトの設計開発・維持管理もできる即戦力のある技術者

の育成を学習・教育目標としています。このように、この学科の専門領域は、教材コンテ

ンツ制作と密接な関係にあり、この学科の学生にとっては、「町民塾」における多様な教材

コンテンツ制作が、自らの専門の実践的な経験となると共に、「町民塾」は大学の授業と連

動した課外における魅力的な学習の場となります。 
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野々市町

インターネット町民塾

金沢工業大学

金沢工業大学・野々市町連携推進協議会

教育支援機構
ライブラリーセンター

情報処理サービスセンター
企画調整部

野々市町教育委員会

インターネット町民塾運営委員会

運営委員
事務局（金沢工大事務局 野々市町事務局）

活動拠点

マルチメディア考房
学生スタッフ教材作成室

情報交流館
野々市町中央公民館

野々市町情報文化振興財団

 
図２．町民塾を中心とした野々市町との連携組織  

（３）実現可能性（具体的な実施能力） 

①「町民塾」による「学びのコミュニティ」形成の為の組織的な取組 

 「町民塾」における、企画・運営は、本学と野々市町のメンバーで構成された「インタ

ーネット町民塾運営委員会」によって行われています。この「インターネット町民塾運営

委員会」には事務局が設置され、本学の「教育支援機構」、野々市町から職員が参画し「町

民塾」の円滑な運営を行ってい

ます。事務局の中で本学の役割

は、「町民塾」のシステム運用も

含めたサイト管理や、受講者か

らの利用に関する問い合わせ、

ＩＴボランティアへの講習会と

いった技術面におけるサポート

を中心に行っています。また、

野々市町の役割は、講師、受講

者、ＩＴボランティアの募集を

始め、地域住民に対する広報活

動、ＩＴボランティアと講師の

連携のサポートなどを行ってい

ます。 

これらの実績を踏まえて、本

学と野々市町は、「町民塾」の更

なる充実を目指すと共に、野々

市町の新しい地域社会・地域文

化を創出する為に、「金沢工業大学・野々市町連携推進協議会（仮称）」を設置します。先

述した「町民塾」による教職員、学生、町民が協同する「学びのコミュニティ」の形成と

いう目的、目標を達成することは、この協議会規約の中で明示されます。 

 

 

 

図２は野々市町との連携組織の組織図です。また、図３は、その連携組織のなかで、こ

  
図３．町民塾における運営委員会とＩＴボランティアへの技術講習会の様子 
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れまでに実施された町民塾の運営委員会とＩＴボランティアへの技術講習会の様子です。 

②大学側の担当教職員組織とその役割、機能 

本学には「教育支援機構」という組織が設置されています。これはカリキュラムに基づ

いて行われている正課の授業および課外の教育・学習の実践を、教員に対しても学生に対

しても支援するという任務をもった組織です。この組織はそれぞれ異なった性格の支援を

行う幾つかの支援センターで構成されていますが、各センターには教員と職員が共に在籍

し、学部学科の枠を超えた包括的でかつ組織的な教育支援を実践しています。今回の取組

は、教員、学生の課外教育学習活動と捉えることができるので、「教育支援機構」がこの運

営を担当することになりました。 

 

町民塾の学習サイクルとその実現可能性

地域社会

スクーリング スクーリング

学習サイクル インターネット町民塾

町民塾
ホームページ

コミュニティFM
えふえむ・エヌ・ワン

デジタル教材
コンテンツ

スクーリングにおける授業運営計画書、学習支援計画書や、開講されたスクーリングの内容を基
に教材コンテンツを製作します。教材コンテンツはホームページから、また音声のみで教材化で
きるものについては、コミュニティFMによる配信が計画されています。ホームページ用の教材製
作は情報処理サービスセンターの学生スタッフにおいて実績があります。コミュニティFM局にお
いては、既に本学の知識資源、技能資源を提供する番組が設けられていると共に、局の運営面に
おいて情報処理サービスセンターが技術支援を行うなど積極的な連携が図られています。

地域住民向けに実施される各種講座は、これまでの各教員が実践する地域社会貢献活動において
数多く実施され、これを町民塾のスクーリングの場として取り込みます。また、スクーリングに
ついては、講座に対する学習支援計画書、授業運営計画書を作成することで質の高い講座が開講
されます。これについては、本学の教育の柱であり、昨年の特色GPにも採択された工学設計教育
において実績があり、そのノウハウを活用します。また、講座の中においてアンケートや教育成
果を把握することで、「後追い」スクーリングの開講が行われます。

実現可能性

インターラクティヴな
学びのコミュニティ

 
図４．町民塾の学習サイクルとその実現可能性 

 

具体的には、取組の全体的な調整を「教育支援機構」中の企画調整部が担当し、ライブ

ラリーセンターがスクーリングの企画、教材コンテンツ製作の為の資料、情報提供及び野々

市町との連携や学内における学生、教職員への啓蒙活動を担当します。情報処理サービス

センターにおいては、教材コンテンツ制作（コミュニティ FM との連携も含む）の支援や、

学生スタッフ及びメディア情報学科との連携を担当します。なお、地域住民参加スクーリ

ングの強化の第一歩として、本学における教育研究活動の中で地域社会との連携に多くの
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実績を持つ建築系教員による「町民塾」プログラムの実施を、新たに取り組むことを計画

しています。図４は地域住民のニーズを盛り込むとともに、学生にとって教育効果を発揮

する「町民塾」の学習サイクルを示したものです。 

③インターネット町民塾の活動拠点、実施場所 

 現在のところ「町民塾」の活動拠点は、野々市町の生涯学習の拠点である中央公民館で、

ここにインターネット「町民塾」の事務局が設置されると共に、スクーリングの場として

用いられ、また講師とＩＴボランティアの教材コンテンツ製作の場ともなってきました。 

平成 17 年 4 月には野々市町役場の新庁舎が竣工することになっていますが、この新庁

舎にはＩＴを活用した新しい生涯学習の実践を目的とした「情報交流館」が併設され、平

成 17 年１月に開館する運びになっています。この施設の中心的な事業として「町民塾」が

位置付けられています。この情報交流館は、従来の固定的な「教え・教えられる」といっ

た一方的な生涯学習ではなく、インタラクティヴでフレキシブルな、自発的に興味を持っ

て学ぶことができる施設として計画されました。野々市町は、フレキシブルな情報文化活

動を行い易くする為に、平成 16年 6月「野々市町情報文化財団」を設立し、この「情報交

流館」をその所管としました。「情報交流館」の建設にあたっては、野々市町からの依頼に

よって施設のコンセプト企画立案および基本計画を、本学との連携を視野に入れてライブ

ラリーセンターの館長（本取組担当者）が行いました。スクーリング用のホールや諸室、

教材コンテンツ等の製作を行う上で充実したＩＴ関連の機材の設置、講師とＩＴボランテ

ィアの企画スペース、ＩＴボランティアに対する講習会の実施等が行えるスペース、ＦＭ

コミュニティ放送局「えふえむ・エヌ・ワン」のサテライト・スタジオが設置されるなど、

学生を含めた地域住民の「学びのコミュニティ」スペースを形成すべく十分な環境の整備

が行われています。従来の中央公民館と相まって「町民塾」実施の為の十分な拠点と場が

確保されています。 

 

（４）教育の社会的効果等  

①インタラクティヴな教育学習環境における経験の波及効果 

 この「町民塾」の取組は、大学教育を大学と地域社会の間の相互に開かれたインタラク

ティヴな場において行うもので、教職員にとっては現実の地域社会・文化のニーズに応じ

た教育の内容の創造、質の転換、方法の構築、自らの専門における現実対応力の涵養が迫

られるものであります。また、学生にとっても現実的、実際的な問題に対して実践的な解

決を能動的、自主的に創造して行くという学習が可能になります。また教えられるばかり

でなく自らが教えるという主体的な社会教育の実践経験を積むことも出来ます。地域住民

にとっては、大学の持つ高度の知識資源や技能資源を自らの社会や文化のコンテキストに

おいて親しく容易に利用でき学べる他、自らの知見を大学スタッフの協力を得て、他の地

域住民へ教えることも出来ます。 

②大学の正課の科目との連携とそれによる教育効果の向上 

 教職員は自らの専門領域におけるさまざまな講座、講習、講演、セミナー、シンポジウ

ム、調査、研究を「町民塾」プログラムとして開講して行くことは前に述べましたが、教

員は自らの担当する正課の授業、とりわけ設計科目や演習科目の課外学習を「町民塾」と

連携して行い、学生の「課題探求能力」および「問題解決力」「提案創造力」等を養う要素
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を取り入れることができます。例えば、建築系学科の「建築設計」や「建築都市設計」「居

住空間論」「日本建築史」、環境系学科の「地域環境計画」や「交通工学」、化学系学科の「環

境化学」など、地域空間そのものが主題となっている科目では、野々市町の地域空間を対

象にした課題設定が出来ます。こうした課題の解決提案を「町民塾」において学生が自主

的・主体的に、地域に学ぶ学習スタイルを推進することが出来ます。これはまた、教育支

援機構が行っている教員の教育実践を支援する機能充実であり、教員の FD活動の一環でも

あります。 

③地域の初等中等教育機関との連携強化 

 野々市町との連携がより強化されることで、教員と学生が協同して野々市町小学校、中

学校、高等学校の学童、生徒を対象にした、例えば科学技術リテラシー教育、環境リテラ

シー教育、こころの教育などを、「町民塾」プログラムとして提供して行くことが可能とな

ります。この参加者が自主的、主体的に学んで行くという学習スタイルから得られる教育

効果は、小中高の各教育機関における「総合的学習の時間」で求められる教育効果と密接

な関係にあると認識しています。本学の知識資源、技能資源の提供が野々市町地域社会の

他の教育機関における教育効果を向上させると共に、大学と野々市町の他の教育機関とが

教育の経験と手法を共有する教育コミュニティを形成することに発展すると考えています。 

④ＩＴボランティアによる地域のＩＴスキル向上 

 本学の学生が、「町民塾」のＩＴボランティアとして講師と共に教材コンテンツを製作す

ることや、ＩＴ講習会を行って他の学生や町民をＩＴボランティアとして養成することに

よって、学生が自らのＩＴ知識、技術を自己点検できると共に、その実践的スキルアップ

が行えます。またＩＴボランティア養成の講習会、「町民塾」の利用促進のための講習会を

実施することで、地域住民全体のＩＴ能力のスキルアップが行えます。また、インターネ

ットを活用していることによって、これまで野々市町の生涯学習に参加していなかった地

域住民の生涯学習活動への参加が期待されます。これらの活動を行う場が、平成１７年１

月開館の「情報交流館」であります。 

⑤本学の研究所との連携による「町民塾」による野々市町の歴史文化継承 

 本学の地域計画研究所は、地域社会の要請に応え、地域に密着した建築・地域計画の総

合的な研究を推進しています。この研究所に所属する教員の「町民塾」が開講されること

によって、当研究所に蓄積された野々市町の歴史文化や建築史、都市史、都市論等の研究

成果が「町民塾」教材コンテンツ化され、地域住民に広く公開されることによって、野々

市町の歴史文化の継承が行われます。 
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（５）評価体制等 

①教育効果の把握 

町民塾は、教職員と学生にとって教育学習活動の場であり、地域住民にとっては社会教

育、生涯学習の場として、それぞれの教育学習効果の客観的評価と把握を行う必要があり

ます。そこで、「町民塾」参加者が相互にお互いのパフォーマンスを評価する仕組を構築し

ます。学生、地域住民が、講座の中にどれだけ積極的に参加しているか、つまり、講座へ

の貢献度を受講者の相互評価によって把握し、講座における活動成果を合わせ、これらを

教育効果として把握することで、受講者における学習プロセスと身に付いた力の両方の側

面から教育効果を把握することができます。また、本学には、課外における学生の教育効

果を把握する仕組みとして、活動成果を蓄積することがでるシステムが構築されています。

これを活用することにより、学生は、町民塾の講座の中だけではなく、修学全体の中で学

生自らが活動プロセスと学習効果を把握することができます。 

具体的には、教職員、学生、地域住民は、「町民塾」で行う教育、学習の内容や方法に

関する標準化された評価シートにそれぞれ記入することで、相互に講師として、あるいは

受講者としての達成度や満足度の成果を把握することが可能となります。なお、この手法

においては、本学の「工学設計」科目の中で実践されている、学生による相互評価として

実績があり、このノウハウは、「町民塾」における相互評価を円滑に進めるものと考えてい

ます。 

また、正課の授業と連動した課外学習として位置づけられた「町民塾」講座に参画した

学生については、その授業における成績または関連のある科目の成績との関連を分析する

ことによって、その学生への教育効果を把握することができます。既に教育支援機構の一

部では企画調整部のサポートの下で、成績と課外における学生の学習履歴データを、多次

元分析ツールを用いて分析し、学生への教育効果を把握して、授業担当の教員にフィード

バックする仕組みを有しています。これを用いて、企画調整部が分析を行い、正課と連携

した「町民塾」講座を担当した各教員にフィードバックできる仕組みを構築します。 

②「町民塾」の取組の改善 

 「町民塾」の取組を改善するためには、本学、野々市町のそれぞれが、この取組の充実

度を判断する評価基準を共有し、理解し合う必要があります。これに関しては、先述の評

価シートによる教育学習効果の相互評価における標準化された評価基準が有効であり、こ

の評価データをさまざまな統計分析や相関分析を行った結果等を用いて取組を改善するこ

とが出来ます。また、評価シートにアンケートを付してその回答結果に基づいて（満足度

調査）取組の改善を行います。こうした評価シートやアンケートの評価結果は、「インター

ネット町民塾運営委員会」や「情報交流館」を所管する「野々市町情報文化振興財団」の

「事業評価委員会」等において検討され、「町民塾」の改善が行われます。これらの委員会

は大学教職員、野々市町職員、野々市町情報文化振興財団職員で構成されており、大学と

野々市町地域とが一体となった改善が行われます。 
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３ 取組の実施計画等について 

（１）インターネット町民塾の実績 

 「町民塾」は平成１４年１０月より野々市町との共同事業として、立ち上げの準備を進

めてきました。その後、本学と野々市町の職員で構成される運営委員会を設置すると共に、

実際の運営を行う事務局を設置し、平成１５年４月の本格稼動に至っています。初年度の

目標として、地域住民に対して広く「町民塾」の存在を知ってもらい、受講者に対して年

１０講座の立ち上げを目標としてきました。平成１６年７月現在において、１６講座開講

されており、初年度の目標を超える講座を立ち上げることができました。また、受講者に

おいては、野々市町を中心に約２８０名の受講者の申し込みがありました。 

 

（２）取組の実施計画全体像 

 この取組のコアとなる仕組みは、教材コンテンツ製作するフェーズと、スクーリングを

強化するフェーズです。図５はこれらの２つのフェーズの今後３年間における詳細スケジ

ュールです。 

 

町民塾全体イベント 教材コンテンツ製作フェーズ スクーリング強化フェーズ 野々市町関連

教材作成ｺﾝﾃﾝﾂ製作に
携わる方に対してｽｷﾙ
向上講習会の実施

16
年
度

17
年
度

18
年
度

★情報交流館完成

★生涯学習
ﾌｪｽﾃｨﾊ゙ ﾙ開催

★生涯学習
ﾌｪｽﾃｨﾊ゙ ﾙ開催

★生涯学習
ﾌｪｽﾃｨﾊ゙ ﾙ開催

建築系の教員に対して、
町民塾講座開設の打ち
合わせを実施

情報交流館における事
業評価委員会にて、評
価の仕組みを検討

★町民塾運営委員
会の開催

★町民塾運営委員
会の開催

★町民塾運営委員
会の開催

既存の地域社会貢献ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑの教材を町民塾
用の教材として製作

建築系教員による教材
ｺﾝﾃﾝﾂを製作

ﾒﾃﾞｨｱ情報学科との連
携を開始

建築系教員の町民塾講
座における学習支援計
画書、授業運営計画書
の作成

建築系教員の町民塾講
座開設ｽｸｰﾘﾝｸ゙ の実施

住民のニーズ調査開始

ﾒﾃﾞｨｱ情報学科の学生
が課外において教材ｺﾝ
ﾃﾝﾂの製作を行う仕組
みの構築

製作した教材を学生が
ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

建築系教員の町民塾講
座開設における実績を
ベースに、他の教員へ
展開

実施結果を分析

地域住民からの講師候
補者を決定

地域住民からの講師候
補者を決定

ﾒﾃﾞｨｱ情報学科の学生
が製作する教材ｺﾝﾃﾝﾂ
の講師募集

ﾒﾃﾞｨｱ情報学科の学生
による教材ｺﾝﾃﾝﾂ製作

地域住民からの講師候
補者を決定

教員個々の地域貢献活
動を町民塾の活動とし
て取り組む

既存の地域社会貢献ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑの教材を町民塾
用の教材として製作

 

（様式３） 
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図５．取組の全体スケジュール 

①平成１６年度の実施計画 

 教材コンテンツ製作フェーズにおいては、本学の情報処理サービスセンターを中心に、

「町民塾」のコンテンツに携わるＩＴボランティアと、教材製作を行う本学の学生との接

点を持たせる場として、本学教職員が実施する既存の地域社会貢献活動を題材とした教材

製作を活用し、各種ＩＴスキル向上の講習会の実施を計画しています。これに伴い、「町民

塾」のシステム並びにコンテンツ製作用の PC や周辺機器の充実をあわせて計画しています。

スクーリング強化フェーズにおいては、建築系の教員による「町民塾」の講座開設準備を

行います。その他、平成１７年度に新設される情報交流館における事業実施の評価の仕組

みについても、「インターネット町民塾運営委員会」や「事業評価委員会」が中心となって

本学、野々市町、地域住民の連携の中で構築していきます。また、町民塾の運営業務（サ

イト管理）を一部委託することで、仕組み構築の主となる教育支援機構の負荷を軽減しま

す。 

②平成１７年度の実施計画 

 教材コンテンツ製作フェーズにおいては、引き続き学生スタッフによる教材コンテンツ

製作を強化します。また、これまでの教材製作の実績をふまえて、学生スタッフの追加募

集や情報交流館における教材製作へと展開させることで、地域住民とのコミュニティの形

成をさらに強化します。また、コンテンツ製作を担当した学生には、地域住民とのコミュ

ニケーションの中で身に付いた力を、情報処理サービスセンターによってヒアリングしま

す。これによって、教材コンテンツ製作において具体的に身に付くスキルを整理し、メデ

ィア情報学科との連携を具体化します。スクーリング強化フェーズにおいては、工学設計

教育を支援する工学設計教育センターより、学習支援計画書、授業運営計画書の作成にお

けるノウハウを事前にまとめた後、建築系教員と教育支援機構が共に講座の学習支援計画

書ならびに授業運営計画書を作成します。これらを用いて、教材コンテンツ製作を行った

後、１７年度の生涯学習フェスティバルに照準をわせて、この講座を開設すると共に地域

住民の参加を募集します。また、野々市町においては、本学との連携において、地域住民

のニーズを引き出すために、中央公民館を中心とした既存の人的ネットワークや、「町民

塾」からのメーリングリスト機能を用いて情報収集を行います。 

③平成１８年度の実施計画 

 教材コンテンツ製作フェーズにおいては、メディア情報学科における正課の科目との連

携ついて教員と調整を行います。野々市町では、講座の開設になりうる素材を持つ地域住

民を募集し、本学においては、メディア情報学科の教員や教育支援機構を通じて、教材コ

ンテンツを製作する学生の参加を募集します。講座の開設を予定する講師、教材コンテン

ツを製作する学生が決まることにより、講師と学生は講座についてディスカッションを行

いながら教材コンテンツを製作します。完成された、教材コンテンツは「町民塾」から公

開されると共に、生涯学習フェスティバルにおいて、その取組を、地域住民の方々に対し

てプレゼンテーションします。スクーリング強化フェーズでは、建築系教員によって開講

された講座を受講した方に対して相互評価、アンケート調査による教育効果の把握を行い、

全てのプロセスに見直しをかけると共に、その結果を踏まえて他の教員に対して町民塾講

座開設を推進します。 


